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１．はじめに
　田中知事誕生によって長野県政は大きく変わったといわれている。その中でも特に森林・林業部門（林務部）は、森林整備と地元材利用の推進をパッケージとして大胆な目標数値を打ち出した。今や環境問題が日常会話の話題としてのぼり、ましてや三大河川の源流域にあって大山岳地帯の懐に抱かれた長野県は、その立地条件からも森林行政の役割は極めて重要である。田中県政下での林政の一端をここで報告するのだが、そうした森林行政がいったいどのように変わりつつあるのか、森林育成の長期性から見れば田中知事在任の４年間は取るに足らぬわずかな期間であるけれど、その理念は明らかであって、問題は理念をいかに実現できるかが焦点となる。そうした点を現状を踏まえながら検証してみたい。
２．長野県の森林・林業の特徴と県民意識
　戦後の拡大造林はいびつな人工林の資源構成をつくるが、特に本県ではカラマツが58%（全国9%）と際立っており、ついでスギが21%を占める。蓄積量は毎年増加の傾向にあるが、素材供給量は減少傾向にある。加えて木材価格は特にカラマツとスギにおいては低下が著しい。所有林家は5ha以下が９割を超え、製材工場数も減少し続けている。一口に言って林業・林産業はどん底の状態にあるといっても過言ではない。
　しかしながら県民の森林に対する期待は、土砂流出防止や水源涵養にたいして大変大きく、それでいて森林の劣化・荒廃状況の認識も持ち合わせており、期待と現状の乖離に潜在的な不満も大きいと思われる。
３．『脱ダム』宣言から始まる森林整備
　『脱ダム』宣言は産業構造に大鉈を振るい、財政立て直しの試金石であった。ダム建設の代替は流域対策によって置き換えることが基本理念として捉えられ、しかも住民主導型の協議会が設置された意義は大きい。これによって森林整備は県政の柱となり、従来型の公共事業は大きく転換（縮小）され、土木建設業からの余剰労働力の振り替えとしてこれらが森林整備に向けられた。一般競争入札制度の導入と「きこり講座」が開始され、森林整備（主に間伐作業）に建設産業関連企業等が参入し、落札価格率が低く抑えられるとともに、建設業者の落札は拡大しつつある。
　2004年10月議会で「長野県ふるさとの森林づくり条例」が制定され、これを受けて「森林づくり指針」さらには「信州森林づくりアクションプラン」が提出された。2004年からの12年間の計画期間において、主要な実施事業を見るならば、間伐を25万ha強の実施、素材生産量を2003年実績の14.6万m3から23.5万m3への引き上げ、信州の木を50%以上使用した県産材利用住宅の1,000戸／年の建築等々が挙げられている。この数値目標は前述した森林・林業の現状から見れば極めて大胆な提起であり、事業実施は追い風にあるといわれている林務部の沽券にかかわる重大な重みを持っている。もちろんこれらを達成するために、周辺の条件整備も必須であり、例えば林道網の延長、高性能林業機械の積極的な導入等も目標数値が示されている。もしこれらが達成されるならば、たぶん長野県は全国に誇れる森林県として確たる地位を確保することは間違いない。しかしこれらの数値目標がどのような根拠から生まれてきたものなんか、「森林づくり指針」の内容からでは読み取ることはできない。間伐作業は徐々に奥地へと進むであろう。条件が悪化することによる生産コストの増大、林道開設の困難性、高価な高性能機械の購入費、これらをまとめて予算をどのように捻出するのか。市町村への予算的協力も欠かせないが、それこそ各自治体の財政の逼迫状況に喘いでいる中にあって、どれほどの協力が得られるか疑問である。また労働力の確保においても、危険で高度な技術を要する現場作業にたいして、「きこり講座」その後のフォローアップ研修程度では、十分な戦力になりえないことがあちこちで指摘されてきている。また建設業者の落札件数が伸び悩みつつあることも、詳細な分析が必要であろう。建設業者にとっては低い落札率での請負には旨みが薄いこと、死傷災害の多い林業作業参入への及び腰状態、さらに間伐作業でありながらも、残された林木への損傷の多さの指摘は気になる点である。
４．おわりに
　『脱ダム』宣言からわずか４年の経過で、森林行政の評価を試みることは危険な作業である。そのことを承知の上であえて検討した意図は、総論として田中知事の政策は強力な改革志向のもとで、従来に見られなかったソフト面の強化とより県民本位の行政、財政立て直しのための大胆な提起があることによる。しかし各論での問題点や矛盾点もまた多く存在するのも事実であり、どう客観的に評価すべきか一県民としてしっかりした視準点を持つことは、今後の県政を考える上で避けることはできない。バルーンを揚げることは時には重要であるけれど、それを揚げる根拠とそれに基づく説得性を備えた事業計画でなければ、県民の支持は得られないであろう。
　
　

